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はじめに

輸送技術や情報伝達技術が進歩し，グローバリゼーションが浸透した現

在，人の国際移動は以前よりも格段に容易になり，加速度的に増加するとと

もに，その動機や経路も大きく変容し，多様化しつつある（Castles, de Haas 

and Miller 2014, 16; 都丸 2009）。国際移動の近年の大きな変化のひとつとして，

女性の国際移民が増加することによる「移民の女性化」を挙げることができ

る（Castles, de Haas and Miller 2014, 16）。

サブサハラ・アフリカ 1 ）における人々の国際移動も例外ではない。近年

サブサハラ・アフリカからの国際移動者数は，世界全体の人々の移動を上回

るペースで増加している。とくにサブサハラ・アフリカ出身女性の国際移動

者数は，総数では男性を凌駕するまでには至っていないものの，1990年から

2017年のあいだの増加率は，男性の68％増に対して女性は75％増であり，女

性の増加率が 7 ポイント男性を上回っている（UNDESA 2017a）。本書では，

このように近年急速に増加しつつあるサブサハラ・アフリカ出身女性の国際

移動の特質について，移動の動機や経路と形態，そして移動後の生計活動や

ジェンダー関係の変容を考察することで，明らかにしようとするものである。

1 ） サブサハラ・アフリカとは，おもにサハラ砂漠以南のアフリカを指す。
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サブサハラ・アフリカ出身女性の国際移動に関する先行研究としては，た

とえば西アフリカ出身女性のフランスにおける「日常的実践」と新規に到来

した移民女性のフランス社会への統合の橋渡しをする女性たちの活動を研究

した園部（2014），また，エチオピアから中東へと就業機会を求めて渡航し

た女性に対する人権侵害に着目してその原因を法的側面から検討したBey-

doun（2006）や2000年代の渡航状況について聞き取り調査を行ったFernan-

dez（2010）などがある。これらはサブサハラ・アフリカからアフリカ大陸

の外へと移動した女性たちを扱ったものであるが，他方，サブサハラ・アフ

リカ内部の域内移動については，南部アフリカ地域を対象に，1996年に始

まった「南部アフリカ移民プロジェクト」（Southern African Migration Pro-

gramme）が移民女性の生計活動や送金活動についてさまざまな調査・研究

を行っている（本書第 3 章参照）。

また，難民に関する先行研究が多いのも特徴的である。その背景には，サ

ブサハラ・アフリカにおける国際移動には，難民としての移動が一定の割合

を占めていることがある。サブサハラ・アフリカ域内の難民の状況について

は，難民キャンプの事例を中心に多くの報告がある（杉木 2018; 村橋 2016; 坂

上・清水・澤村 2018）。多くのアフリカ諸国が独立した1960年代以降，アフリ

カでは不安定な政治情勢や冷戦による米ソの代理戦争の影響，そして植民地

解放闘争に起因する難民が発生していた（Milner 2009）。1980年代末から1990

年代前半においては，冷戦の崩壊や複数政党制移行を背景に，アフリカの多

くの国々で紛争が勃発し（武内 2000），大量の難民を発生させる事態となっ

た。1990年代に起こったアフリカの紛争の多くが2000年代には終結したもの

の，国連難民高等弁務官事務所（United Nations High Commissioner for Refu-

gees: UNHCR）の統計では，2017年における難民および難民同様の状態にあ

る人々の数は，シリア（487万人）やアフガニスタン（142万人）を含むアジ

アが1000万人で最大だが，サブサハラ・アフリカはそれに次いで597万人と

なっており，全世界の難民数の35％を占めている。サブサハラ・アフリカの

移住者全体（2567万人）の約 4 人にひとりが難民なのである（2015年，UN-
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DESA 2017a）。

以上のような先行研究に対し，本書が異なる特徴として，労働移民に加

え，難民，「頻繁な移動者」（frequent travelers）（栗田 2018, 25）も分析の対象

とすることで，サブサハラ・アフリカ出身女性の国際移動の多様性を描き出

していることにある。先行研究の多くが移動後の生活状況に焦点が当てられ

ているため，国際移動の動機や経路といった移動プロセス自体については必

ずしも丁寧な考察がなされていない。それに対して本書では，移動する女性

たちへの聞き取り調査に基づき，女性たち自身の語りを分析することで，サ

ブサハラ・アフリカ出身女性の国際移動の動機と移住後の生活状況の両方に

ついて解明することをめざす。サブサハラ・アフリカ出身女性の移動プロセ

スは多様であり，本書では，比較的長期に滞在する労働移民に加えて，短期

間で出身国と外国のあいだを行き来して生計を立てている「頻繁な移動者」，

紛争や迫害を理由に移動する難民女性も分析対象に含める。具体的にとりあ

げる事例は， ６ つの出身国 2 ）・地域（エチオピア，ケニア，モザンビーク，コ

ンゴ民主共和国，ソマリア，フランス語圏アフリカ）からサブサハラ・アフリ

カ域内の南アフリカ，そして域外の湾岸アラブ諸国，アメリカ，ヨーロッパ

への国際移動である。これらの事例研究を通じて，本書では，サブサハラ・

アフリカ出身女性の国際移動の多様性を描き出すとともに，多様性を生む要

因について明らかにする。

序章の構成は以下のとおりである。第 1 節では本書で用いる用語の定義を

示したうえで，本書が対象とする国際移動の範囲を明示する。第 2 節では，

移動する本人，出身国，移動先国という 3 つの要因の相互作用のなかから女

性の国際移動の多様性を理解しようとする本書の視点を提示したのち，ジェ

ンダーの文脈における国際移動についての先行研究を概観する。第 3 節で

は，統計データを用いてアフリカにおける国際移動の特質について女性を中

2 ） origin／destinationに対応する日本語として，本章では出身国／移動先国を基本的に使
用する。ただし，条約の締結や政策立案など国が主体となる場合は，送出国／受入国
を使用する。
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心に概観する。第 4 節では，本書の構成と各章の位置づけを示す。

第 1 節　本書の対象とする国際移動と用語の定義

1-1　用語の定義

本書で使用している用語のうち，「移民」・「移住者」と「難民」の定義に

ついて確認しておきたい。

まず，「移民」または「移住者」（migrants）であるが，国際移住機関（In-

ternational Organization of Migration: IOM）は次のように定義している。

当人の⑴ 法的地位，⑵ 移動が自発的か非自発的か，⑶ 移動の理由，⑷ 

滞在期間に関わらず，本来の居住地を離れて，国境を越えるか，一国内

で移動している，または移動したあらゆる人 3 ）

本書における移民・移住者の定義も基本的には上記の IOMによる包括的

な定義に倣うが，国際移動を対象とする本書では国内移民は除外し，国境を

越えた人々のみを対象とする。国連経済社会局人口部（United Nations, De-

partment of Economic and Social Affairs, Population Division: UNDESA）の統計デー

タにおける国際移民の定義においても，「自分の出生国以外の国・地域に居

住している者，または出生国についてのデータがない者，外国の市民権をも

つ者」であり，正規か非正規かといった移住先における法的地位や移動の動

機については言及していない 4 ）（UNDESA 2017b, 11）。

3 ） 国際移住機関日本語ホームページ「『移民』の定義」（http://japan.iom.int/information/
migrant_definition.html, 2019年 5 月 3 日アクセス）．

4 ） したがって，本書でUNDESAなど国連関係の統計を用いて国際移動を分析する際の
データには，非正規移民や難民が含まれている。なお，国連統計部では，長期移民

（long-term migrant）を 1 年以上，短期移民（short-term migrant）を 3 カ月以上 1 年
未満と定義し， 3 カ月未満の訪問者を除外している（UNDESA 1998, 10）。
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以上のように国際移民・移住者が法的地位や移動の動機に関係なく，国境

を越えて移動する多くの人々を包含するように広く定義されているのに対

し，「難民」は国際条約によってはるかに狭く，明確に定義される存在であ

る。最も重要な国際条約は，「難民の地位に関する条約（1951年）」（以下，

1951年難民条約）と「難民の地位に関する議定書（1967年）」であるが，アフ

リカ諸国に関しては，「アフリカにおける難民問題の特定の側面を管理する

アフリカ統一機構の条約（1969年）」（以下，OAU難民条約）による適用範囲を

拡大した難民の定義を含める必要がある。

1951年難民条約における難民の定義は，

人種，宗教，国籍若しくは特定の社会集団の構成員であることまたは政

治的意見を理由に迫害をうけるおそれがあるという十分に理由のある恐

怖を有するために，国籍国の外にいる者であって，その国籍国の保護を

受けることができない者またはそのような恐怖を有するためにその国籍

国の保護を受けることを望まない者及びこれらの事件の結果として常居

所を有していた国の外にいる無国籍者（1951年難民条約第 1 条A⑵項）

と定義されている。これに対して，OAU難民条約は，1951年難民条約と

同様の定義による難民に加えて，第 1 条 2 項において，「『難民』とはまた，

外部からの侵略，占領，外国の支配または出身国若しくは国籍国の一部若し

くは全体における公の秩序を著しく乱す事件のゆえに出身国または国籍国外

に避難所を求めるための常居住地を去ることを余儀なくされた者にも適用さ

れる」 5 ）と定めている。OAU難民条約は，2019年 5 月の段階で，アフリカ

連合（2002年にOAUから発展改組）に加盟している55カ国のうち46カ国によっ

て批准されている（UNHCR 2019）。

5 ） 1951年難民条約およびOAU難民条約の条文の訳は，国連難民高等弁務官駐日事務所
（2007, 4-5）を引用している。



8

上記のような国際条約による難民の定義とは別に，移動先の国が法的な難

民として受け入れる際には，各国の難民法や難民認定基準に基づいて難民認

定が行われる。UNHCRは『難民認定判断基準ハンドブック』（国連難民高等

弁務官駐日事務所 2015）を出して難民認定に関する統一基準のガイドライン

を定めているが，国によって具体的な認定基準は異なっている。たとえば日

本の難民認定基準の厳格さについては以前より指摘されてきた（難波 2018）。

また，Hamlin（2012）は，アメリカ，カナダ，オーストラリアの 3 国の比較

研究で，それぞれの国の難民認定基準が異なっていることを指摘している。

したがって本書では，難民の受入国における難民認定基準や，難民認定後に

付与される法的地位や権利の詳細については，難民を取り扱う章においてそ

れぞれ明示する。

1-2　本書が対象とする国際移動

本書では，就業目的で移動するいわゆる経済移民に加え，交易人のような

「頻繁な移動者」（栗田 2018, 25）や難民として国境を越えて移動する人々も

考察対象に含めている。その理由は，IOMの定義においてこれらの人々が

移民・移住者に含まれているということのみならず，短期間で出身国と外国

を行き来する「頻繁な移動者」が，栗田（2018）が指摘するように比較的長

期に滞在している移民よりも実際には人数的に圧倒的多数を占めているから

である。しかも「頻繁な移動者」は，単に出身国と移動先国のあいだを往復

しているのではなく，移動先国に長期で滞在する移民たちを「結節点」とし

てさまざまなネットワークを展開している（栗田 2018, 23）。したがって，国

際移動を行う人々の実態を理解するにあたって「頻繁な移動者」について理

解を深めることは必要である（栗田 2018, 16）。

また，難民については，サブサハラ・アフリカ出身者の国際移動において

難民の占める割合が高いことからも，その存在を看過することはできない。

国際移動の理由が何であれ，人々が移動を選択するのは，よりよい生活を獲

得するためであり，それがどのような形で達成されているのか，また，達成
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されていないのかを理解する必要がある。難民としての移動を国際移動の一

形態としてとらえることで，サブサハラ・アフリカにおける国際移動の全体

像を理解することができる。

ただし，難民とそれ以外の国際移動者について，その生活実態や移動の理

由によって明確な線引きをすることは実際には困難である。とりわけ，受入

（庇護）国が難民に対してキャンプや難民居住地に住むことを強制しない場

合，難民は就労機会の多い都市への居住を好む傾向がある。たとえば本書第

4 章でとりあげる都市難民は，法的保護のレベルにちがいがあるとはいえ，

非正規移民が置かれた状況と酷似した脆弱性にさらされている。また，Abdi

（2015, 9）が指摘しているように，難民も政治的安定だけでなく，同時に経

済的な安定，向上をめざしている。Abdi（2015）はさまざまな地域に移住し

たソマリ人の調査を行っているが，ほかの地域で難民として認められる可能

性があっても，湾岸アラブ諸国に経済機会があるのであれば労働移民として

の移動を選択する事例を挙げている。また，難民として南アフリカへと移住

した女性は，より充実した社会福祉を求めてヨーロッパへのさらなる移住を

望んでいた。出身国であるソマリアが政治的に混乱状況にあることは厳然と

した事実ではあるが，ひとびとは難民として国境を越える場合もあれば，そ

うではない国際移動を選択する場合もあるのである。

さらに，難民ではない移住者の場合でも，移民の移動動機において，自発

的移動と非自発的移動のあいだの明確な線引きが困難であることが指摘され

ている。Pizarro（2000, 8）は，国連総会に提出した特別調査委員会の報告書

において，「政治的迫害，紛争，経済問題，環境劣化やこれらの組み合わせ

を理由に出身国を離れ移民となった者と，生き残りのため，そして出身地に

存在しない福祉を求めて移住する者を明確に区別すること」の困難さを指摘

し，移住動機を移民の定義に含めることは適切ではないとしている。ただ

し，Pizarro（2000, 8）は，難民は「受入国において法的保護や地位へのアク

セスがある」として，通常の移民よりも人権的には保護された存在であると

した。
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第 2 節　国際移動の多様性をもたらす要因とジェンダー

2-1　移動する本人・出身国・移動先国の相互作用

前節において本書が対象とする国際移動の範囲を検討したが，そこからも

わかるように，国際移動は多様な形をとる。相互に関係しあうさまざまな要

因によって国際移動の多様性は生まれる。本書において，多様性をもたらす

要因として着目するのが，移動する本人，出身国，移動先国，そしてこれら

3 つの要因の相互作用である。移動者の能力によって，移動後の就労機会が

大きく異なることはもとより，出身国における政治的，経済的，社会的背景

によって，出身国から他国へと移動する理由は異なってくる。また，移動先

国における移民政策や経済状況は，移動後の生活に大きな影響を与えること

になる。

⑴　移動する本人

国際移動の多様性をもたらす要因としては，まず，移動する女性本人に起

因するものが挙げられる。彼女が移動を決断する動機，備えている能力，経

済力などが，どのような移動となるかを決定づける主要な要因のひとつとな

る。本人がどのような人的資本を有しているかによって，移動先で就業でき

る職種は異なってくる。看護師や介護福祉士のような技能資格を所持してい

れば，移動先での就業に有利となることがある。佐藤（2010）は，2000年代

前半において，南アフリカ人やフィリピン人が先進国へ国際移動する際に，

看護師資格が有効であったことを示している。その背景には，移動先国にお

ける看護師の資格をもつ熟練労働者への需要の高まりがあるが，その需要に

こたえるためには本人たちが技能を習得している必要がある。また，移動先

の国の言語や英語などの言語能力の有無で待遇は大きく変わる。植民地経験

があり，旧宗主国の言語を今でも公用語にしている国々の出身者は，英語や

フランス語を駆使できることも多く，さまざまな就業機会が増えることにな
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る。この点については，次項で述べる出身国のもつ歴史的背景が関係する。

移動者たちの描く将来設計も，移動後の生活と密接な関係をもつ。短期的

な出稼ぎとして移動先で生活するのか，移動先国を第 2 の母国として長期的

に居住することを前提とするのかで，移動先の社会との関係性は異なってく

る。後者の場合は，移動先国においてもより緊密なネットワークを構築し，

より広い権利の適用を求めて移住者たちが社会運動に参加することもある

（Dodson 2018; 小ヶ谷 2016）。

⑵　出身国

出身国に起因する主要な要因のひとつとして挙げられるのが，植民地支配

に代表される歴史的な要因である。植民地経験によって，出身国と旧宗主国

とのあいだに移動ネットワークが形成されるといった側面がある一方で，独

立後の出身国が国家としての脆弱性を抱えることにもなる。不安定な政情や

性暴力の危険といった国内における治安の低下は，顕著な形としては難民移

動という形をとるが，それだけではなく，国際移動を促す要因となる。経済

的要因としては，国内の就業機会の少なさや他国と比較した相対的な賃金の

低さなどが挙げられる。

とくに女性に関する社会的要因としては，出身国におけるジェンダー規範

によって女性や取り巻く人々の行動が規定され，女性に不利な環境となる場

合が挙げられる。「女性性器切除」（female genital mutilation: FGM）は伝統的慣

習であったが，FGM実施によって多数の女性が精神的・肉体的健康被害に

苦しんでおり，現在はUNHCRによって人権侵害であると認められ，難民認

定の対象となっている（UNICEF 2013; 園部 2017）。

また，男性優位の社会規範による就学率によるジェンダー格差は，女性個

人が習得できる能力に大きな影響を与えることになる。表序-1は，本書で

とりあげる国 （々エチオピア，ケニア，モザンビーク，マリ，コンゴ民主共和国，

ソマリア）における初等教育純就学率を示したものである。同じサブサハ

ラ・アフリカの国々でも就学率にばらつきがあることがわかる。本書でも，
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アメリカで看護師の資格を取得することが可能なケニアの教育環境（本書第

2 章）と，就学経験がなく，フランスで清掃業にしか従事できない農村部出

身のマリ人女性（本書第 6 章）は対照的な事例となっている。

さらに，出身国の政府のガバナンス能力は，国外在住の自国民への人道的

保護のレベルにも関係する。移民労働者の人権保護のためには，送出国と受

入国とのあいだに提携される二国間協約や覚書が必要だが，それだけでは十

分ではなく，就労斡旋業者の法的規制や出発前準備プログラムの整備，領事

館の支援体制の確立などが不可欠である（ILO 2015, 40）。また，熟練労働者を

育成するためには，国家による基礎教育や職業訓練の提供などが必須である。

表序-1　初等教育純就学率（％）と初等教育総就学率における
男女平等指数（Gender Parity Index: GPI）

エチオピア ケニア モザンビーク マリ コンゴ
民主共和国 ソマリア

純就
学率 GPI

純就
学率 GPI

純就
学率 GPI

純就
学率 GPI

純就
学率 GPI2） 純就

学率 GPI

1₉₉₉ 51.₉ ₀.₇4 4₇.2 ₀.₇2
2₀₀₀ 4₀.4 ₀.₆5 ₆₇.₇ ₀.₉₈ 5₆.₀ 　
2₀₀₇ ₀.₇～1.₀ 　
2₀13 　 　   ₈₇.₆ ₀.₉1 ₆₈.₈ ₀.₈₈ ₈₀.4 ₀.₈～1.₀ 　 　

2₀14

男子
₉5.1/
女子
₉₀.1

₀.₉31）

男子
₉₀.₀/
女子
₈₆.4

₀.₉₆

男子
1₇.5/
女子
1₇.3

₀.₉₉

（出所） エチオピア： 2₀14年のデータはNational Planning Commission and the United Na-
tions in Ethiopia （2₀15），2₀₀₀年のデータはUNSDのデータベースで
あるMillennium Development Goals Indicatorsをもとに筆者作成。

　　　　ケニア： Ministry of Education, Science and Technology （Kenya） （2₀14） をもとに筆
者作成。

　　　　モザンビーク・マリ： UNSDのデータベースであるMillennium Development Goals 
Indicatorsをもとに筆者作成。

　　　　コンゴ民主共和国：RDC and UN （2₀15）.
　　　　ソマリア：UNFPA （2₀1₆）.

（注） 1）　2₀13/14年度の数値。
　　　2）　州単位のデータのみのため，各州の数値の範囲を示した。
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これらが適切に提供されていない場合，人々は移動先では非熟練労働者とし

て熟練労働者に比して不利な条件での就業機会しか得ることができない。

⑶　移動先国

移動先国における移民に対する受け入れ体制のちがいも，国際移動の多様

性を生み出す大きな要因である。移動先の国が，外国からの移住者に対して

どのような地位や権利を提供するのかは，国際移住者の移動先での生活に大

きな影響を与える。同じ能力をもつ者であっても，移動先によってその生活

は異なる。たとえ出身国と二国間協約などを結んでいたとしても，移動先の

国の労働法や移民法，法を順守するためのガバナンスなどが十分機能してい

るか，そしてどのような移民政策を採用しているかによって，移民労働者の

労働環境は大きく変わることになる（ILO 2015, 40）。

たとえば湾岸アラブ諸国では，慢性的な労働力不足のために外国人労働者

に依存してきたが，同時に国民と外国人労働者は権利の上で明確に線引きさ

れ，帰化は困難であり，数年の短期滞在が前提となっている（松尾 2019）。

そのため，経済機会を求めてアフリカから湾岸アラブ諸国へと移住した人々

は，湾岸諸国の国民と比較すると，劣悪な労働条件に直面することが多い

（Khalaf, AlShehabi and Hanieh 2015; 堀拔 2014; 本書第 1 章）。

他方アメリカの場合は，移住者は，条件付きではあるものの，永住権や市

民権を獲得することができる（本書第 2 章）。ただし，これまでは非正規移民

の摘発は積極的には行われていなかったが，2001年の 9 ･11テロ事件以降，

移民規制が強化され，多くの非正規移民が移民収容施設に収容されるという

状況になっており，外国人への権利の付与には制限的な方向性にある（小井

土 2014）。

本書では国際移動のなかに難民としての移動を含めているが，難民の場合

は，経済目的の移民と異なる点がある。難民認定された場合は，難民の受入

国によるちがいはあるものの，一定の法的庇護を得ることができる。難民

は，経済移民とは異なり，庇護申請者として受入国もしくはUNHCRによっ
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て正式に難民認定されたのちに，受入国などが国内における公的な地位や権

利を付与することになる。しかし，どのような権利の付与となるのかは，受

入国側が決定することであり，庇護申請者および難民は脆弱な状況に置かれ

る。難民認定後も，「国家の裁量によって，法的地位の付与基準や権利内容

が決定できる」（人見 2017, 132）ため，必ずしも受入国の国民と同じ権利を

得られるわけではない。

2-2　国際移動とジェンダー

前項では，女性の国際移動の多様性をもたらす 3 つの要因として，移動す

る本人，出身国，移動先国を挙げたが，これらの相互作用を分析するにあた

り，横断的な分析視角としてジェンダーの議論を参照することは必要であろ

う。近年，「移民の女性化」が指摘されている（Castles, de Haas and Miller 

2014, 16）なかで発展してきたのがジェンダー論の立場から女性の国際移動

を分析する研究である。

これらの先行研究は，⑴ 男性とは異なる女性の労働の場とその含意を分

析したもの，⑵ 移動に伴う女性の自立意識の高まりに注目したもの，⑶ト

ランスナショナリズムという新しい移動形態に着目するもの，の大きく 3 つ

にわけられる。まず，移動先の社会において，女性が選択できる職種が男性

と比較して限定的であり，職種によっては経済的搾取の問題があることが多

くの先行研究で指摘されている。また，女性が就労によって収入を得て男性

から経済的自立を獲得しているという主張がある。その一方で，出身国にお

いて成立していたジェンダー役割がこのような変化に適応できず，男性との

対立が生じることも多い。このような対立は，移動先の国において生じるだ

けでなく，出身国にいる家族とも生じることがある。国境を越えて行き来す

るという行為によって，人々がジェンダー役割の価値規範から解放されるわ

けではないのである。
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⑴　移動先国における経済的搾取と親密圏労働

「移民の女性化」が男性の国際移動と区別して論じられる背景には，男性

が市場経済のなかで建設業などに従事するのに対して，女性は家事労働や介

護のような，感情労働と呼ばれる親密圏 6 ）の領域にかかわる職種に就業す

ることが多いことがある。つまり，移動先国において男性と女性は異なる職

種や労働環境で働く傾向にあり，しかも女性が参入する職種が金銭を介在す

る交換に限定されないような関係性をもち得る領域にあるため，女性の国際

移動は，移民女性自身と移動先の社会の両方に大きな変化をもたらす可能性

があるという議論である。

発展途上国の女性の国際移動に関しては，フィリピンやインドネシアを中

心とした東アジアに関する研究が先行しているが，その先行研究の多くが，

女性の国際移動が男性と異なる点として，再生産領域および親密圏と関連し

た就業が多いことを指摘している。まず，移民女性の労働市場への参入に

よって，グローバルな経済・社会に存在する力関係が移動先の社会の親密圏

に持ち込まれ，移民女性を含む新たなジェンダー秩序がそのなかで構築され

ることになる。同時に，このような「親密性の労働」は主婦がこれまで無償

で行ってきた家事・介護労働が中心であるために，それを代替して担う外国

人の家事労働者の地位は低く扱われがちである上に，法的保護の不在による

低賃金や虐待にさらされる傾向にあることも指摘されてきた（Amrith and 

Sahraoui 2018; Friedman and Mahdavi 2011, 255; Parreñas 2001; 伊藤・足立 2008; 久

場 2007; 小ヶ谷 2016; 上野 2012; 青山 2012）。

⑵　女性の自立とジェンダー関係

国際移動の結果，女性が移動先国において経済的な搾取にさらされるリス

クは高いが，その一方で，出身国のジェンダー規範から自立して生活するこ

₆ ） 「親密圏」のあり方についての議論も多くあるが，ここでは齊藤（2003, 213）の定義
に従い「具体的な他者の生／生命…に対する関心／配慮を媒体とする，ある程度持続
的な関係性を指すもの」とする。
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とが可能となるという指摘もある（Castles, de Haas and Miller 2014, 62）。フェ

ミニスト人類学の先行研究では，移動先国において就労し，所得のある女性

の自立意識が指摘されている。たとえば，湾岸アラブ諸国へ移住したエチオ

ピア人女性について調査を行った松村（2017）は，女性たちは劣悪な労働環

境について語るのと同時に，自国では無償労働である家事が，家事労働者と

して雇用されることで収入をもたらすことで自立意識をもつようになった事

例を報告している。さらに，このような女性の意識変化が如実に表れるの

が，出身国への帰国を検討するときである。移住先で自らの所得や行動の自

由を獲得した女性が，それらを失いたくないために帰国を望まない事例も報

告されている（Brettell 2000, 110; de Haas and Fokkema 2010）。

しかし，国際移動によって女性自身の自立意識が高まったとしても，夫や

それ以外の女性の家族の意識が同時に変化するわけではない点は考慮する必

要がある。パレーニャス（2008）は，フィリピンにおいて，海外就労に出て

いる父と母に対する子どもの意識のちがいを指摘している。父親の海外就労

は「一家の大黒柱」として当然視する一方で，母親の海外就労については，

主要な稼ぎ手である父親に対して補完的な存在であり，やむを得ず移住した

と子どもは解釈していた。つまり，子どもたちは，従来の性別分業の意識に

基づいて両親の海外就労を理解しているのである。

⑶　トランスナショナリズムとジェンダー

近年，人々が国境を越えて母国とそれ以外の国々を行き来する現象を，ト

ランスナショナリズムの概念からとらえなおそうという動きがある（Castles, 

de Haas and Miller 2014, 41; バートベック 2014）。Bartram, Poros and Monforte

（2014, 140）は，トランスナショナリズムとは，「とくにこの数十年におい

て，移民が，移住先の国でも統合されている一方で，出身国との絆を維持す

る傾向」と定義している。

歴史学，社会学そして文化人類学において，従来の国際移動に関する研究

は，移住者の移動先における社会統合が主要な論点であった（小ヶ谷 2016, 
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59; Brettell and Hollifield 2000, 15）。しかし，人々の大規模な国際移動の急速な

拡大によって，その研究対象は，移動先の社会だけでなく，出身国とのネッ

トワークを維持し，行き来する事象へと広がってきた（Bartram, Poros and 

Monforte 2014, 140-141）。

その一方で，人々が国境を越えて自由に移動するという想定は，現実的と

は言い難い。錦田 （2016, 157）が指摘しているように，「越境が自由化したと

思われがちな現代社会においても，国民国家による移動規制は一部の人々に

とって重くのしかかる」のである。国家に正式に帰属している人々はさまざ

まな権利が制度的に保証されているが，元々帰属していた国家から他国へと

転出した人々は，移住先の国では「国家の一員として正式な資格をもたない

移民／難民」として不安定な状況に置かれる（錦田 2016, 155）7 ）。国境を越え

て自由に移動することでその利益を十分に享受できるのは一部の経済エリー

トに限られており，それ以外の人々は，たとえ母国と移住先の国とのあいだ

を頻繁に行き来するという事象は類似していたとしても，不十分な福利厚生

や労働環境のなかで生活せざるをえない場合が多いのである（宮内 2018）。

なお，「頻繁な移動者」は，国境を行き来するという行為によってトランス

ナショナリズムを実践しているといえるが，現実には，移動先の国家にとっ

ては捕捉できないインフォーマルな存在として排除の対象になることも多

く，「理想的市民」とは異なる存在として扱われる（宮内 2018, 40）。

とくにジェンダーの視点からトランスナショナリズムをとらえなおしたと

き，出身国と移動先国において女性を取り巻く社会的，経済的環境が大きく

異なることを考えると，自由に国境を行き来する個人を想定しているトラン

₇ ） ここで錦田が言及している「シティズンシップ」は，狭義の定義である国籍や市民権
だけでなく，「市民としての法的権利や社会的包摂を含めて広義の概念」を指してい
る（錦田 2016, 157）。なお，本書では，市民権ないしシティズンシップという概念に
よって与えられる権利や地位は，国ごとに異なっていることに鑑み，「シティズン
シップ」という言葉の使用を最低限にとどめ，「その国における地位や権利」という
記述を基本的に採用している。ただし，先行研究や対象国の法律などで「市民権」や

「シティズンシップ」に言及している場合には，そのつど定義を明確にして使用する。
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スナショナリズムの概念が当てはまるとは言い難い。

第 1 に，出身国の社会と移動先の社会のあいだにはスムーズな移行という

よりも断絶が存在している。先述のエチオピア人女性の事例では，同じ家事

労働でも，出身国では無償労働であり，移動先国では賃金労働となるという

経済的環境の断絶がある（松村 2017）。また，その逆の場合として，フィリ

ピン人やケニア人女性の事例では，高学歴の女性が移動先国で家事労働者に

なる場合，経済的上昇と社会的地位の下降を経験するという「社会的地位の

不連続性」を経験することになる（小ヶ谷 2016, 60 ; Parreñas 2001, 150-151; 本

書第 2 章）。

第 2 に，物理的な移動を伴わない場合でも，移動先の社会で生活していく

にあたって，出身国での価値規範と移動先の社会における価値規範を取捨選

択することで，自らの新たな価値規範を定めることになる。本書第 2 章で石

井洋子は，女性たちのこのような対応を「内なるトランスナショナリズム」

と呼び，移動者としての女性が，日常生活において，ふたつの異なる価値規

範をどのように再構成させているのかを分析している。

サブサハラ・アフリカ出身女性の国際移動には，移動する本人，出身国，

移動先国，そしてこれら 3 つの要因の相互作用に注目して議論を進める必要

がある。同時に，これらの要因は，ジェンダーに起因する影響によって，男

性と女性では異なる形で作用することに留意することが求められる。

第 3 節　統計データが示すアフリカ女性の国際移動

本節では，サブサハラ・アフリカ出身女性の国際移動について，統計デー

タの分析をもとに全体的な現状と傾向を示す。それをとおして，本書でとり

あげる 6 つの事例の位置づけについての理解を深めることをめざす 8 ）。
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3-1　サブサハラ・アフリカ諸国の国際移動概観

前述のとおり，サブサハラ・アフリカからの国際移動者の増加率は，2015

年以降世界平均を上回っており，とくに女性の増加率は2010年以降男性より

も大きく，2017年にはサブサハラ・アフリカからの国際移動者全体の47.8％

を女性が占めるようになっている（表序-2参照）。

国によってちがいはあるが，サブサハラ・アフリカ全体での移動先の動向

としては，域内での移動が多いことがわかる。サブサハラ・アフリカ出身者

の移住先は，表序-3に示したように，2017年のUNDESAの調査では，男性

の66.8％，女性の57.3％がサブサハラ・アフリカ域内での移動である。ただ

し，1990年と比べると域内移動の割合は，男性が約15ポイント減，女性が約

20ポイント減であり，代わって域外移動の割合が増加している。とくに，男

性のサブサハラ・アフリカ域外への移動が33.2％であるのに対して，女性の

場合は42.7％となっており，女性の方が域外への移動の割合が高い。

域外でのおもな移動先は，ヨーロッパ（男性18.6％，女性22.1％）と北アメ

リカ（男性6.9％，女性11.2％）である。ヨーロッパについては，多くのアフ

リカ諸国がヨーロッパ列強による植民地支配を経験しており，旧宗主国との

歴史的関係によって築かれたネットワークや，旧宗主国の言語の公用語採用

などから，多くの人々が旧宗主国への移動を選択している（表序-3および図

序-1参照）。

3-2　サブサハラ・アフリカ域内移動の特徴

サブサハラ・アフリカ域内における移動先の特徴は，地理的近接性による

移動の容易さに加えて，近隣諸国との経済的・歴史的な関係性の緊密さとも

関係していることである。サブサハラ・アフリカ域内において，多くの移住

者を吸収している上位 3 国は，南部アフリカの南アフリカ（女性91万人／男

₈ ） ただし，本書第 3 章でとりあげる越境貿易者のような「頻繁な移動者」は，国際機関
による統計データにおける移民の定義には含まれていない。「頻繁な移動者」につい
ては，一般的な渡航者数から推測するか，詳細な実態調査を行うことが必要となる。



20

表
序
-２

　
1₉

₉₀
～

2₀
1₇

年
の

総
移

民
数

の
推

移
（

ス
ト

ッ
ク

）

1₉
₉₀

1₉
₉5

2₀
₀₀

2₀
₀5

2₀
1₀

2₀
15

2₀
1₇

世
界

総
移

民
数

　（
人

）
15

2,
54

2,
3₇

3 
1₆

₀,
₇₀

₀,
₀2

₈ 
1₇

2,
₆₀

4,
25

₇ 
1₉

₀,
53

1,
₆₀

₀ 
22

₀,
₀1

₉,
2₆

₆ 
24

₇,
5₈

5,
₇4

4 
25

₇,
₇1

5,
42

5 

　（
対

前
期

イ
ン

デ
ッ

ク
ス

-%
）

（
1₀

₀）
（

1₀
5）

（
1₀

₇）
（

11
₀.

4）
（

11
5）

（
11

3）
（

1₀
4）

サ
ブ

サ
ハ

ラ
以

南
ア

フ
リ

カ

　
　

　
移

民
数

合
計

　（
人

）
15

,₇
₉₈

,2
51

1₇
,1

15
,1

51
1₆

,1
₈2

,₉
44

1₇
,₈

5₆
,₈

₆₈
2₀

,2
₉2

,₀
₈5

25
,₆

5₈
,2

₉₆
2₇

,₀
42

,4
₀1

　（
対

前
期

イ
ン

デ
ッ

ク
ス

-%
）

（
1₀

₀）
（

1₀
₈）

（
₉5

）
（

11
₀.

3）
（

11
4）

（
12

₆）
（

1₀
5）

男
性

　（
人

）
₈,

4₀
5,

₆₉
4

₉,
₀3

5,
₀₈

₉
₈,

5₆
2,

55
5

₉,
5₈

4,
5₈

₈
1₀

,₈
13

,₆
₀4

13
,4

2₇
,₇

₉4
14

,1
2₇

,5
₈₉

　（
対

前
期

イ
ン

デ
ッ

ク
ス

-%
）

（
1₀

₀）
（

1₀
₇）

（
₉5

）
（

11
2）

（
11

3）
（

12
4）

（
1₀

5）

女
性

　（
人

）
₇,

3₉
2,

55
₇ 

₈,
₀₈

₀,
₀₆

2 
₇,

₆2
₀,

3₈
₉ 

₈,
2₇

2,
2₈

₀ 
₉,

4₇
₈,

4₈
1 

12
,2

3₀
,5

₀2
 

12
,₉

14
,₈

12
 

　（
対

前
期

イ
ン

デ
ッ

ク
ス

-%
）

（
1₀

₀）
（

1₀
₉）

（
₉4

）
（

1₀
₉）

（
11

5）
（

12
₉）

（
1₀

₆）

　（
移

住
者

数
に

お
け

る
女

性
の

割
合

-%
）

4₆
.₈

4₇
.2

4₇
.1

4₆
.3

4₆
.₇

4₇
.₇

4₇
.₈

（
出

所
） 

U
N

D
E

SA
 （

2₀
1₇

a）
を

も
と

に
筆

者
作

成
。



序章　アフリカ女性の国際移動　21

性128万人），西アフリカのコートジボワール（女性94万人／男性117万人），東

アフリカのウガンダ（女性81万人／男性71万人）である（2017年，UNDESA 

2017a）。以下に詳述するように，これら 3 国が移住者を多数受け入れている

状況は，歴史的，政治・経済的背景のちがいとともに異なっている。

（出所） 表序-3をもとに筆者作成。

図序-1　サブサハラ・アフリカ出身女性の渡航先

5.7％
22.1％

0.9％

2.6％

0.3％

57.3％

11.2％
アジア北アフリカ

ヨーロッパ

オセアニア
ラテンアメリカ・
カリブ諸国

北アメリカ

サブサハラ・アフリカ

表序-3　サブサハラ・アフリカ出身者渡航先内訳（％）

1₉₉₀年 2₀1₇年
渡航先 男性 女性 男性 女性

アフリカ ₈2.₆ ₇₈.5 ₆₇.5 5₈.2
　　　サブサハラ・アフリカ ₈1.₉ ₇₇.₇ ₆₆.₈ 5₇.3
ヨーロッパ 1₀.5 13.4 1₈.₆ 22.1
北アメリカ 2.5 3.5 ₆.₉ 11.2
アジア 3.₆ 3.4 ₆.3 5.₇
オセアニア ₀.₇ 1.1 ₀.₆ 2.₆
ラテンアメリカ・カリブ諸国 ₀.1 ₀.1 ₀.₀ ₀.3
サブサハラ・アフリカ域外合計 1₈.1 22.3 33.2 42.₇

（出所） UNDESA （2₀1₇a） をもとに筆者作成。
（注） 移民数（ストック）を使用。
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⑴　南部アフリカ：南アフリカが中心となる域内移動

南アフリカは，男女合計すると，サブサハラ・アフリカにおいて最も多く

の移住者を受け入れている。その多くは周辺国出身者であり，比較的給与水

準の高い南アフリカが，周辺諸国からの移民を惹きつけている状況にある

（網中 2014, 98-101; 本書第 3 章）。ジンバブウェ，レソト，モザンビークから

の移住者が多数を占めており，この 3 国で南アフリカへの移住者の61％（女

性60％／男性64％）を占めている。1991年のアパルトヘイト廃止宣言後に，

南アフリカへの移住者は大幅に増加しており，1990年に対して，2017年の移

住者数は2.9倍に急増している。

最も南アフリカへの移住者の多いジンバブウェは，UNDESA（2017a）に

よると2017年には65万人（女性23万人／男性42万人）いるが，1990年のジンバ

ブウェから南アフリカへの移住は 6 万2000人足らずと2017年の10％に過ぎな

いことから，南アフリカの状況だけでなく，近年のジンバブウェ国内の政治

経済の不安定さも移住者数の大幅な増加の原因になっていると考えられる。

モザンビークについては，2017年で移住者全体の61％（女性51％／男性

63％）が南アフリカに居住している。もともとは多数のモザンビーク人男性

が南アフリカの鉱山に移民労働者として移動したことが始まりであり，現在

でも絶対数では男性の方が女性より多い。しかし，鉱山における外国人労働

者の雇用の減少によって，男性の移住者数は1990年から2017年のあいだで

1 ％減となっているのに対し，女性の移住者数は，同時期で36％増となって

いる。

レソトと，人数は少ないがエスワティニ（スワジランド）やナミビアから

の移住者の90％以上が南アフリカへと移住している（2017年，UNDESA 

2017a）。レソトやエスワティニは南アフリカのなかに飛び地のように存在し

ている王国であり，地理的な近接性，そして南アフリカの通貨ランドも正式

に流通していることから経済的関係も深く，移住が多いと考えられる。ま

た，ナミビアは，1990年まで南アフリカの事実上の植民地であり，独立後も

レソトなどと同じくランドが正式に流通しており，経済的にも密接な関係が
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ある（宮内 2016; 峯 2016）。

⑵　西アフリカ：コートジボワールを中心としたCFAフラン圏

南アフリカに次いで域内でサブサハラ・アフリカからの移住者を受け入れ

ているのがコートジボワールであり，女性についていえば最大の移動先国で

ある。ただし，コートジボワールへの移住者の62％（女性61％／男性62％）

は隣国であるブルキナファソからである。これは，かつて両国ともにフラン

ス領西アフリカ植民地に属しており，独立前の第二次世界大戦後からコート

ジボワールのカカオ産業においてブルキナファソ人が多数雇用されてきたと

いう歴史的経緯がある（佐藤 2015, 79-80）。独立後も，未開墾地の開拓者に

は国籍を問わず土地の保有を可能とするコートジボワール政府の政策によっ

て，コートジボワールの農村部には多くのブルキナファソ人が移住している

（佐藤 2012, 221-222）。ともに公用語はフランス語であり，共同通貨のセー

ファーフランを使用し，移動の障壁も低い。コートジボワールは，長い歴史

のなかで移民を受け入れてきており，1990年から2017年までの移民の増加率

は，南アフリカやウガンダと比較すると18％と緩やかなものとなっている。

⑶　東アフリカ：最大の難民受入国ウガンダ

東アフリカに位置するウガンダは，上記の 2 国とは異なり，サブサハラ・

アフリカ最大の難民受入国となっているために移住者が多い。2017年のサブ

サハラ・アフリカ域内からのウガンダへの移住者152万人（女性81万人／男性

71万人）の内訳は，男女合計で， 1 位が南スーダン90万人（59％）， 2 位がコ

ンゴ民主共和国30万人（20％）となっている。これは，UNHCRのデータベー

スにおける2017年のウガンダへの難民 9 ）数の内訳（南スーダン104万人，コン

ゴ民主共和国23万人） とほぼ同様の傾向を示している（UNDESA 2017a; 

₉ ） ここでいう難民とは，難民認定者と難民同様の状態の人（Refugee-like situation）で
ある。
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UNHCRデータベース）。アフリカにおける難民受入国としては，ウガンダに

次いで 2 位がスーダン10）， 3 位がエチオピアとなっていることを考えると，

アフリカ東部における域内移動は，政情不安によるものが多いといえる。

3-3　サブサハラ・アフリカ域外への移動

域外への移動先としては，植民地時代の宗主国との歴史的・経済的関係か

ら，ヨーロッパへの移住者数が最大となっている場合が多い。一方で，植民

地経験のないエチオピアや，解放奴隷によって建国されたリベリアでは，北

アメリカへの移住者が最大となっている。

旧イギリス領植民地だった場合は，現在も英語を公用語のひとつとしてい

る国が多く，イギリスとアメリカへの移住が多い。サブサハラ・アフリカ域

外では，一部の例外を除くと11），旧イギリス領植民地だった国からの国際移

住はイギリスとアメリカが 1 ， 2 位を占めている。とくに，ケニア，ナイ

ジェリア，セイシェル，シエラレオネ，南アフリカについては，イギリスと

アメリカへの移住者数の合計がサブサハラ・アフリカ域内での移住者数を上

回っている（UNDESA 2017a）。

つぎに，旧フランス領植民地については，すべての国において域外への移

動の場合はフランスへの移住者数が最も多い。とくにカメルーン，コンゴ共

和国，ジブチ，マダガスカルについては，域内外含めてフランスへの移住者

数が最大である。旧ベルギー領植民地であるブルンジ，ルワンダ，コンゴ民

主共和国の場合は，近隣諸国への移動が約 9 割前後となっており，2017年の

10） 南スーダン独立後のスーダンを指す。スーダンは厳密にはサブサハラ・アフリカに含
まれないが，アフリカ東部の政情の不安定さを示すために挙げた。

11） 例外として，モーリシャスとガンビアの 2 国がある。モーリシャスは，フランスから
イギリスへと宗主国が変わったものの，フランス人による実効支配が続いていたとい
う背景があり，また，公用語として英語もフランス語も含まれているが，フランス語
の方がより普及しているためと考えられる。ガンビアについては，フランス植民地
だった隣国セネガルと緊密な関係にあったこともあり，イギリスではなく，大陸側の
ドイツやフランスがサブサハラ・アフリカ域外での移住先の 1 位と 2 位を占めている。
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UNHCRの統計では，サブサハラ・アフリカにおける難民の18％がこの 3 国

によって占められていることからも，移動の多くが難民状態での移動と考え

られる。域外への移動では，公用語にフランス語12）が含まれていることも

あり，コンゴ民主共和国やルワンダからはフランスへ，ブルンジからはカナ

ダへの移住者数が最も多くなっている。元宗主国であるベルギーが，サブサ

ハラ・アフリカ域外の移動先となる割合は，ブルンジで 7 ％（域外移動国中

第 7 位），ルワンダで12％（同第 4 位），コンゴ民主共和国で10％（同 4 位）と

低い。ベルギーは人口1100万人の小国であり，移民政策が2006年以降，厳格

化の傾向にあることも関係していると考えられる（松尾 2008）。

旧ポルトガル領植民地（アンゴラ，モザンビーク，ギニアビサウ）について

は，域外としてはポルトガルが最大の移住先となっているものの，域内の移

動が中心である。とくに南アフリカと政治・経済的かつ歴史的に関係が深

かったモザンビークについては上述のとおり，南アフリカへの移住者数が最

大である。

3-4　サブサハラ・アフリカにおける難民としての移動

ウガンダの状況からも明らかなように，サブサハラ・アフリカにおける

人々の国際移動の特徴のひとつが，難民としての移動の規模の大きさであ

る。図序-2はUNHCRのデータベースをもとにサブサハラ・アフリカにおけ

る難民数の推移をまとめたものである。難民数の変動は，そのときのアフリ

カ各国の政情に大きな影響を受けていることがわかる。たとえば難民数が急

増した1980年の場合は，エチオピアからの257万人がその年の難民の62％を

占めており，これは1974年に帝政から軍事社会主義政権へと政権交代が起き

12） 現在ベルギーの公用語は，オランダ語，フランス語，ドイツ語となっている。旧ベル
ギー領だった 3 国の公用語は，コンゴ民主共和国がフランス語，ルワンダがルワンダ
語，フランス語（2009年に英語に切り替えられるまでは教育言語），英語，スワヒリ
語，ブルンジがフランス語，キルンジ語である（外務省ホームページ「国・地域」
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html, 2019年 5 月23日アクセス）。
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て政治・経済体制が大きく変化したことが背景にある。そして内戦下にあっ

たアンゴラからの難民45万人がそれに続く。過去最大の難民数を記録した

1994年には，ルワンダ内戦によって226万人の難民が発生している。近年で

は2016年に再び難民数のピークを迎えているが，これは南スーダンからの難

民によるものである。難民数増加の原因となった地域は時期によって異なっ

ており，サブサハラ・アフリカにおける政治的不安定さを示唆している。

また，難民の移動先の国は，サブサハラ・アフリカ域内から域外へと地理

的に拡大している。UNHCRの統計データでは，1980年にはサブサハラ・ア

フリカからの難民の受入国として挙げられていたのは31カ国だったが，2016

年には146カ国まで増えており，サブサハラ・アフリカ地域外の受入国の数

も増加している。1980年にはほとんどの難民が域内移動だったが，2016年に

は23％の難民が域外で受け入れられている（表序-4）。とくにサブサハラ・ア

フリカ諸国に隣接／近接している北アフリカとヨーロッパへの難民は，1980

（出所） UNHCR Population Statisticsをもとに筆者作成。
（注）　ここでの難民とは，UNHCRが難民として認定した者もしくはUNHCRが難民同様

の状況にあるとした者である（refugee-like situation）。

図序-2　サブサハラ・アフリカ難民数推移
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年にはほとんど存在していなかったが，2016年にはそれぞれ 8 ％となってい

る。この点については，輸送手段の発達とともに，ヨーロッパなどにおける

難民の受け入れ体制などの変化も関係していると考えられる。

3-5　多様な移動理由

国際移動の理由としては，労働や難民以外のものもある。統計データとし

ては，サブサハラ・アフリカ出身者に限定されたものではないが，経済協力

開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development：OECD）諸

国への国際移動者の入国目的のデータを確認しておきたい。長期移住（per-

manent migration）を目的としたOECD諸国への移住者432万人についての入

国目的の内訳をみると，EU内などでの自由移動者が32.6％と最大であるが，

それに続いて家族統合（31.6％），人道的理由（12.8％），就労（11.2％），同行

家族（6.6％）となっている（2015年, OECD 2017, 15-21）。なお，人道的理由を

挙げたOECD諸国への入国者は，シリアからの難民の急増によって2015年に

は前年の1.5倍に増加している（OECD 2017, 19）。

表序-4　1₉₈₀～2₀1₆年：サブサハラ・アフリカの難民受入国の変化

1₉₈₀ 2₀1₆
人数（人） 内訳（％） 人数（人） 内訳（％）

サブサハラ・アフリカ 4,₀51,12₀ （₉₇.4） 4,142,5₈₆ （₇₇.3）
北アフリカを除く中東諸国 1₀₈,₉5₀ （2.₆） 2₉5,3₈1 （5.5）
北アフリカ ₈5₀ （₀.₀2） 425,233 （₇.₉）
ヨーロッパ 42₀ （₀.₀1） 422,33₉ （₇.₉）
北アメリカ ₀ （₀） ₆₆,235 （1.2）
南アメリカ /カリブ諸国 ₀ （₀） 4,₀₉₇ （₀.1）
アジア ₀ （₀） 3,15₇ （₀.1）
オセアニア ₀ （₀） 2,434 （₀.₀5）
ロシア共和国 ₀ （₀） 1₈ （₀.₀₀）
合計 4,1₆1,34₀ （1₀₀） 5,3₆1,4₈₀ （1₀₀）

（出所） UNHCR Population Statisticsをもとに筆者作成。
（注） 難民数には，難民と同様の状況にある者（refugee-like situation）を含む。
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入国目的のなかで目立つのが，先行移住者との家族統合や同行家族といっ

た，出身国における家族を移動先国において再現しようという傾向である。

主たる移住者とともに移住した家族も，出身国とは異なるジェンダー規範の

なかで生活するとともに，経済活動を開始することで，家族内のジェンダー

関係が変化する場合もある。

本節では，統計データをもとに，サブサハラ・アフリカにおける国際移動

の特質を検討した。統計データは移動の傾向や規模を把握するために重要な

ソースであるが，人々が国境を越えて移動する理由や移動の形態，そして移

動後の生計活動の実態については何も語らない。

第 4 節　本書の構成と各章の内容

本書では，詳細な事例研究を通じて女性たちの国際移動のプロセスと移住

後の生活実態の両方を解明することをめざしている。本書の 6 つの事例のう

ち，前半の 3 つの事例は，経済機会を求めて移動する人々を，後半の 3 つの

事例は難民として移動する人々をとりあげる。 6 つの事例はまた，域内移動

か域外移動かという観点からも 2 つにわけることができる。域内移動の事例

として，アフリカ最大の移民受入国である南アフリカへの，モザンビークか

らの移民としての移動とコンゴ民主共和国からの難民としての移動をとりあ

げる。域外移動の事例として，エチオピアから湾岸アラブ諸国，ケニアから

アメリカへの経済機会を求める移動，そしてソマリアからイギリス，西およ

び中部アフリカからフランスへの紛争や迫害から逃れるための移動をとりあ

げる。各章の内容は以下のとおりである。

第 1 章で児玉由佳が扱うエチオピアから湾岸アラブ諸国への女性の国際移

動の事例は，先行研究として蓄積のあるフィリピンやインドネシアの女性の

湾岸アラブ諸国への家事労働者の国際移動と共通している部分が多く，外国

人女性の家事労働者が，移動先で人権侵害や虐待の危険にさらされていると
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いう点では変わりはない。ただし，湾岸アラブ諸国において，エチオピアの

女性だけではなくアフリカからの女性の家事労働者の地位は，東南アジア出

身の女性家事労働者よりも，能力的に低い評価を受けがちである。そこに

は，出身国が女性に提供する教育レベルの問題や家事労働における熟練度の

ちがい，そして出身国政府の海外移住者に対する庇護の意識のちがいなどを

要因として挙げることができる。また，国際労働機関（International Labour 

Organization: ILO）などの国際機関からの勧告によって改善されつつあるもの

の，受入国側においても外国人労働者，とくに家事労働者に対しては，労働

者としての権利を守ろうとする意志が薄弱であることが指摘できる。

石井洋子による第 2 章では，ケニアからアメリカへと移住した女性たちに

ついてとりあげる。彼女たちのなかには，看護師や教師など熟練労働に分類

される職業に就き，アメリカ人の平均よりも高い収入を獲得している者も多

い。ケニア・ギクユ人の事例では，すぐにアメリカで求職活動を行うのでは

なく，まずアメリカで看護師や教師などの資格を取得したのちに，労働市場

に参入している。その背景には，出身国における就業機会の少なさやアメリ

カとの経済格差がある。同時に，アメリカ政府は，アメリカ国民とほぼ同等

の労働機会と権利を提供しており，ケニアと比較して女性にも男性と平等な

就業機会が与えられている。その一方で，このような高収入を獲得するため

にはさまざまな障壁を乗り越えなければならない。その実態と人々の生存戦

略を，豊富な聞き取り調査から引き出された語りの積み重ねから解明してい

る。

第 3 章と第 4 章では，南部アフリカ地域における域内移動の事例をとりあ

げる。アフリカ域内での人々の国際移動は，前述したとおり活発である。こ

のような移動は，経済目的が主とはいえ，内戦や国境紛争などによって人々

が難民として強制的に移動せざるを得ない場合もある。そのなかで，アパル

トヘイト撤廃後の南アフリカは，その経済力と相まってサブサハラ・アフリ

カ諸国から多様な移住者を引き付けている（Castles, de Haas and Miller 2014, 

185）。
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第 3 章で網中昭世が描いているのは，経済目的の国際移動の事例として，

モザンビークから南アフリカへと移住した女性たちの経済活動と両国のあい

だを頻繁に行き来する越境貿易者たちである。モザンビークと南アフリカの

関係は，まず男性の南アフリカ鉱山への労働移動から始まっているが，現在

では，女性の南アフリカへの移動／移住者が増加しつつある。移動パターン

は大きくふたつにわけられ，ひとつは南アフリカとモザンビーク間の短期的

な出入国を繰り返す「頻繁な移動者」である越境貿易者であり，もうひとつ

は南アフリカでインフォーマル・セクターでの経済活動に従事する労働移民

である。彼女たちの移住動機は，貧困からの脱却をめざしたものではある

が，それ以上の経済的発展性や持続可能性には疑問が残る。

アパルトヘイト撤廃後の南アフリカへは，近隣の南部アフリカ諸国のみな

らず，地理的に離れたアフリカ中部や東部からも人々が移住してきている。

とりわけ，難民条約の批准を通じて国際的な難民保護体制に加入したこと

で，1990年代後半以降，南アフリカでは多くの人々が難民認定を求めるよう

になっている。佐藤千鶴子による第 4 章は，コンゴ民主共和国から難民とし

て庇護を受けることを求めて南アフリカへと移動した女性たちをとりあげ

る。南アフリカは難民をキャンプに収容する政策を採用していないため，彼

女たちは難民キャンプに入るのではなく，都市部に居住する「都市難民」と

なる。コンゴ人女性が南アフリカで庇護を申請する理由はさまざまであり，

紛争や政治的迫害に伴う不安全に加えて，先に移住した家族に合流するため

の家族統合を理由に挙げる女性たちも多い。南アフリカに移住したあとは同

国で庇護を申請し，難民として認定されるのを待ちながら自活をしなければ

ならないが，彼女たちが就ける仕事は限られており，多くの女性たちが露天

商や日雇いの家事労働でぎりぎりの生計を営んでいる。正式な難民認定を獲

得するのが年々困難になってきているなかで，女性たちは，法的にも経済的

にも脆弱性を抱えつつ，南アフリカでの日常生活を送っている。

ソマリアは，1980年代後半以降の内戦などによって多くの難民を生み出す

こととなった。ソマリアからの難民の多くが隣国ケニアに設けられた難民
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キャンプで現在も生活しているが，中にはヨーロッパへと逃れた人々もい

る。須永修枝による第 5 章では，ソマリアから難民としてイギリスに移住し

た人々や，ヨーロッパへと渡り，ヨーロッパ諸国において難民認定を受けた

あとに，イギリスのロンドンへと移住した女性たちをとりあげている。移動

の開始時点において難民であった人々は，受入（庇護）国において難民認定

を受けたあと，受入国で永住権や市民権（国籍）を取得して移民や国民とな

ることが可能である。EU諸国の場合，EU域内で難民認定を受けたあとは，

域内での移住が比較的自由であるため，難民認定された国とは異なる国への

居住が可能となり，イギリスには多くのソマリ人が居住している。イギリス

においては，手厚い社会保障が提供されており，ソマリ人女性が男性に経済

的に依存することなく生活を維持することが可能である。また，ロンドン在

住ソマリ人女性のあいだではソマリ人向けの洋服店の経営を中心に自営業で

生計を立てている人々がいるが，その背景には女性たちにとってのロンドン

における起業のしやすさがあり，そのことがほかのEU諸国に住むソマリ人

女性が移住先としてロンドンを選択する大きな理由になっていることも論じ

られる。

サブサハラ・アフリカの人々は，内戦のような紛争にかぎらず，政治的迫

害や人権侵害から逃れるために難民となることを選択する場合もある。園部

裕子による第 6 章では，FGMから逃れることを理由にフランスで難民認定

を求める西アフリカ出身女性たちをとりあげる。もともとフランス語圏アフ

リカでは，旧宗主国であるフランスへと経済移民として男性が多く移動して

おり，その家族として女性も多く渡仏している。しかし，近年，UNHCRが

難民として認める迫害のひとつとして，FGMが含まれるようになった。そ

のため，FGMから逃れるために庇護申請を行うアフリカ人女性が増加して

いる。そこには，とくに西アフリカにおける女性の地位の低さが根底にあ

る。女性の就業および就学機会も，サブサハラ・アフリカのなかでも低いレ

ベルにとどまっていることがその証左のひとつである。このような状況から

逃れるためにもFGMを理由に庇護申請によって難民となることを選択する
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者が増加しつつある。ただし，マリにおける女性の就学・就業機会の低さと

相まって，フランスへ移住したとしても，その生活は必ずしも経済的には豊

かなものではない。

本書の複数の章では，移住した女性が離婚を経験し，シングルマザーとな

る事例が報告されている。その原因のひとつとして，男性が新たな価値規範

に対応できずに，夫婦関係の維持が困難になったことが指摘されている。そ

の背景には，男性のもつ価値規範の問題だけでなく，男性の就労困難や移動

先国におけるシングルマザーへの手厚い社会保障の存在といった個人のジェ

ンダー関係にとどまらないさまざまな要因が関係してくる点については考慮

する必要がある。本書においては，移住者の就労状況が変化していくなかで

のジェンダー役割をめぐる対立について把握することができたが，長期的な

ジェンダー関係の変化については今後の課題として残されている。

本書の各論文は，サブサハラ・アフリカ出身女性の国際移動の理由や移動

の形態，そして移動後の生計活動の実態を，事例をとおして解明することを

めざした。とくに，移動する本人，出身国，移動先国のもつ固有要因が，国

際移動にどのような影響をもたらすのか，相互作用に留意しつつ分析を進め

た。その結果，国際移動の選択に際しては，個人の意思だけではなく，出身

国において女性を取り巻く政治的，経済的，社会的環境が大きく影響してい

ることが明らかになった。植民地支配を経験した国々では，その歴史的な関

係性によって形成されたネットワークを利用して移動する場合も多い。ま

た，移動後の生計活動を規定する要因としても，移動先国における移民政策

や経済状況だけでなく，出身国において獲得していた人的・経済的資本も重

要であることが結論づけられる。

これまでの研究は，移住者の移動先の社会への統合に研究の関心が集まり

がちであり，移住者それぞれがもつ多様なバックグラウンドを捨象しがちで

あった。本書では，移動者のもつ複合的な要因に着目することによって，国

際移動の実態を明らかにした。とくにサブサハラ・アフリカ出身の女性によ

る国際移動は，出身国の社会の固有要因に大きく影響を受けている。国際移
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動のメカニズムを理解するためには，本書のように，本人，出身国，移動先

国それぞれのもつ固有要因の具体的な解明をめざす事例研究を蓄積すること

が必要であろう。
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